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とても長かった。ところが、奇跡的に過去の
1 万1700年間だけ、とても暖かく安定的に推
移しました。これを完新世（Holocene）と
いっていますが、この完新世の時代になって
初めて人間は農業を始めました。農業が始ま
ると人々は定住し、やがて都市に住むように
なり、分業が始まって、産業革命の時代にな
ると化石燃料も発見し、そしてますます経済
成長してきました。ポイントは、われわれの
文明というのはこの完新世の時代しか知らな
いということになります。

特に前世紀の半ば以降、第二次世界大戦が
終わってから、世界の経済成長は大変加速し
ました。これが、図 2 の左半分のグラフに示
していることです。しかし、この目覚ましい
経済成長は非常に大きな地球環境への負荷を
伴って行われたものです。それを図 2 の右半
分のグラフに示しています。地球温暖化をは
じめとして、生物多様性の喪失、土壌の劣
化、あるいは水や海の問題など、世界中で

「これはまずい」という意識が高まっていま

Ⅰ	社会・経済システムの変換

此本　これから石井先生と大橋さんととも
に、本日のテーマである持続可能な社会およ
びデジタルについて議論を進めたいと思いま
す。はじめに、東京大学理事でグローバル・
コモンズ・センター ダイレクターの石井先
生からお話しを伺います。
石井　東京大学の石井でございます。今日は
お招きいただきまして、本当にありがとうご
ざいます。最初に、今の経済システムをなぜ
変えなくてはいけないのか、今後どういうこ
とができるのか、その辺りを中心にお話しし
たいと思います。

まず、私たちの歴史を少し振り返りたいと
思います。私たち人類の直接の祖先がこの地
球上に誕生したのが約20万年前といわれてい
ます。

図 1 は、過去の地球の温度変化を10万年ぐ
らいにわたって見たものです。実は地球の温
度はすごく変化していて、しかも寒い時代が

図1　過去10万年間の気温変動
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出所）Johan Rockstrom and Mattias Klum, 2015, Big World Small Planetより作成
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少しおかしなことになっているのではない
か」と思い始めたのです。

図 3 は、世界経済フォーラムが毎年発表し

す。そして今、必ずしも自然保護運動家や環
境を大事だと思っている人たちだけではな
く、世界のビジネスリーダーたちも「これは
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図2　人新世をもたらした「The Great Acceleration」の巨大な環境負荷
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出所）The trajectory of the Anthropocene：The Great Acceleration（Anthropocene Review）15 January 2015より作成
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図3　グローバル・リスクの推移
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のかを計測したのです。その結果が図 4 の右
半分の方です。

まだ計測できなかったものがいくつかある
のですが、ほとんどの最重要プロセスが既に
危険水域まで来ている、あるいはもうそれを
越えてしまっているという計測結果になって
います。こうした状況のことを指して科学者
たちは、完新世の時代を抜け出してAnthro-
pocene、「人新世（『ひとしんせい』あるい
は『じんしんせい』）」という新たな地質時代
に入ったといっています。この人新世という
のは、人が万能の力を持ったという喜ばしい
時代ではなく、人というただ一つの種が、そ
れまで非常に大きくて安定的であった地球と
いうシステムを壊し始めたという意味で、大
変危険な時代だと考えた方がよいと思います。

ている「グローバル・リスク・レポート」の
一部なのですが、2012年から2021年までの推
移を見ると、環境関係のリスクが増加してい
ることが分かります。特に2020年はビジネス
リーダーの考えるトップ 5 のリスクがすべて
環境関係だったことから、われわれは重大な
地球環境危機に直面していることが広く認識
されるようになりました。

こうした大きな変化を見ながら、地球シス
テムの科学者たちは、今のままの経済システ
ムがどこまで持続可能なのだろうかという疑
問を持ちました。そして彼らは、生物多様
性、窒素・リン循環、気候変動、土地利用変
化など地球の安定性を維持する 9 つの最重要
プロセスを特定し、それぞれにおいて今現
在、限界値に対してどのくらいの位置にある

図4　プラネタリー・バウンダリー（地球の限界）

1950 Current

■地球の安定性を維持する9の最重要プロセスを特定
■「安定的な地球で人類が安全に活動できる範囲」＝「不可逆的移行への転換点（Tipping Point）に至らない範囲」を各プロセスについて
　科学的に定義・定量化

出所）Steffen et al. 2015／ Image： Globaia
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て、 1 つはパリ合意、もう一つがSDGsでし
た。皆さんよくご存知のように、SDGsには
17のゴールがあるのですが、これをばらばら
に見ていると、いま一つ相互のつながりがよ
く分からない。これを分かりやすいフレーム
ワークに直したのが図 6 で、私たちは「 3 層
のウエディングケーキ」といっています。一
番下の層が、まさに地球環境を安定的なもの
にするものです。そこに気候変動、生物多様
性、水や海が入ってくるのですが、それらが
きちんと守られて初めて社会経済システムの
持続可能性あるいは発展などが考えられるの
です。

ただ、SDGsというのは2030年までしか考
えていないわけで、それでは相当不十分だと
思います。やはり2050年を目指して、そこに

図 5 は、同じ研究者のグループがつくった
ものですが、このままの状態がどんどん進ん
でいくとますます危険水域に行ってしまい、
灼熱地獄に入っていってしまう。このように
転がり落ちるのを何とか止めて安定的なとこ
ろに戻したい。それが今の人類の課題だと思
います。

そのために何をするかということですが、
もしわれわれの今までの経済システムがこの
地球環境を壊しつつあるということであれ
ば、今度は私たちの経済システムを変えてい
って、何とかこのプラネタリー・バウンダリ
ー（地球の限界）の中で今後とも持続可能な
成長ができる方法を見つけなくてはならな
い、ということになります。

2015年には 2 つの重要な合意がありまし

図5　Hothouse Earth（地球の温室化）のリスク

2℃上昇で温暖化フィードバックが作動、4～ 5℃の温暖化へ「不可逆な道」

ホットハウス・アースの影響は、甚大、突然、壊滅的…
✓強化フィードバックの連鎖（南北の氷床の融解、アマゾン熱帯雨林などのサバンナ化、高緯度の永久凍土の融解）
✓4～ 5℃の温暖化、過去120万年で最高の気温レベル
✓海面は10～ 60m上昇
✓地球の一部は人が住めない状態に
✓人間によるコントロールはもはや不能となり、地球システムに運命を委ねることに
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出所）Trajectories of the Earth System in the Anthropocene. Will Steffen et al. Proceedings of the National Academy of Sciences（USA）2018
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図6　SDGsから2050年へ：持続可能な地球・社会・経済

■グローバル・コモンズ：「安定的で自主回復性のある地球システム」
■グローバル・コモンズ・スチュワードシップによるSDGsの達成：
　安定した地球という基礎を固め、社会・経済ニーズを充足する社会・経済システムの転換

人新世：地球が社会・経済を規定し、
社会・経済が地球を規定する

持続的に発展する経済

包摂的な社会

安定した地球

社会・経済システムの転換
グローバル・コモンズ・
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出所）Stockholm Resilience Center「SDGs Wedding Cake」より一部修正
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のがフードシステム・食料システムです。実
は食料をこれからどうつくり、増え続ける人
口を賄っていくかというのは、非常に大きな
課題になります。その上にあるのが、先ほど
此本社長が基調講演でお話しされていた、都
市をどのようにスマート化するかということ
で、その右隣にある丸が、地球から資源を採
取し、大量生産・大量消費・大量廃棄すると
いう今の経済システムをどうしたらもっと循
環可能なものにできるかということです。

また、左の一番上がデジタル化であって、
本日の非常に大きなテーマの一つです。この
デジタル化は、2015年にパリ合意やSDGs合
意ができたときにはあまり注目されていなか
ったのですが、そのこと自体、この 5 年間に
この分野の進歩がいかに急速であったかの表
れでもあると思います。私たちはこのデジタ

向けて経済・社会システムの転換を図ってい
かなくてはならないと考えます。

先ほど申し上げましたように、私たちの文
明を支えてきた地球システムが、今、壊れつ
つあります。私たちが壊しつつあるわけです
が、それをなるべく元の安定的で自己回復力
のある状態に戻し、とどめ置くためには、今
度はわれわれ自身の経済・社会システムをど
のように転換する必要があるのかを考えなく
てはなりません。

いくつもの研究機関が、どのようなシステ
ム転換が必要かを提言しています。図 7 はそ
のうちの代表的なものですが、 6 つの経済・
社会システムの転換をしなくてはいけないと
考えられています。 1 つは、エネルギーシス
テムと経済をどのように脱炭素化していくか。
これが右の一番下の丸です。その左隣にある

図7　The World in 2050─エネルギー、食料、生産消費、都市、デジタル革命、人類社会の発展
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方を横軸に取っています。そして、それらを
喚起するためのアクションレバーがいくつか
必要だろうということで、ここでは、制度・
政策をどう変えるかという「ガバナンス政
策」「経済制度・金融」、社会の分断にどう対
処していくかという「社会的調和」、そして
非常に大きく期待されている「信頼できるデ
ータとデジタル技術」が挙げられています。
これらをうまく組み合わせて 4 つの経済シス
テムの転換を図ることによって、われわれの
安定的でレジリエントな地球システムを守っ
ていこうということであります。

環境と経済は対立概念であるという話しを
まだ耳にします。その根幹にあるのは、図 9
の左の図のように「経済」「環境」「社会」と
いう 3 つのボールがばらばらにあって、その
重なっているところ（持続的発展）に何とか
持っていこうという発想です。しかし本当は
そうではなく、これまでのわれわれの経済発

ル化がわれわれのチャレンジをどう助けてく
れるかを本気で考えなくてはなりません。デ
ジタルをどのようにサステナビリティにつな
げていくかが重要なのですが、一方で大きな
口を開けて待っているリスクもあるわけで
す。特にデジタルデバイドなどの問題があり
ます。これにうまく対処していけるかという
ことが大事になります。最後に右上の丸は、
人的資本をこの挑戦に対してどのように蓄積
していくかということを示しています。

われわれの最終ゴールが、われわれに繁栄
を与えてくれたこの地球環境の安定化を図る
ことだとすると、それに向けていくつかの大
きなシステム転換が必要になると思います。
図 8 はわれわれのセンターでパートナーと開
発した「グローバル・コモンズ・スチュワー
ドシップ フレームワーク」です。転換すべ
きシステムとしてエネルギーシステム、食料
システム、生産・消費のあり方、都市のあり

図8　グローバル・コモンズ・スチュワードシップ フレームワーク
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入会地といった、みんなで守ってきた周囲の
環境が最も一般的な「コモンズ」でしょう。

しかし「コモンズの悲劇」という言葉があ
るのですが、これは、村人一人一人が自分の
合理性だけを追求して行動すると、森林をす
べて伐採してしまった、牧草地をみんな枯ら
してしまった、魚を捕り過ぎた、水を取り過
ぎたなどという結果をもたらし、「コモン
ズ」が崩壊して、結局、最後は自分たち全員
が不利益を被る、というものです。ですか
ら、コミュニティーはこの「コモンズ」の守
り方を知っていました。日本でいえば、村の
寄り合いでルールを決めることです。ルール
を守らなかったら村八分になります。このよ
うに、コミュニティーとして「コモンズ」を
どう守るかというルールがあったのですが、
われわれの経済がグローバル化したときに、
このみんなで守る「コモンズ」というものを
どこかへ置き忘れてきてしまったのです。と
いうより、もともとそういうものをつくって
きませんでした。

展というものは、図 9 の右の図のように安定
的でレジリエントな地球の上でこそ実現でき
たものなので、われわれの経済・社会を支え
ているこの地球環境を守っていく、というよ
うに概念を変えたほうがよいと思います。
此本　ありがとうございました。石井先生の
お話しの中に、「グローバル・コモンズ」と
いう言葉が出てきました。「コモンズ」とい
う言葉には、強制されるのではなく民主的で
同じ価値観を持った同志的な集まり、という
ニュアンスを感じます。先生はこの「コモン
ズ」という言葉に込められている思いや、東
京大学がグローバル・コモンズ・センターと
いう組織をつくって、この大きな地球的な問
題に対してどのような特色のあるアプローチ
をされようとしているのか、その辺りを少し
補足していただけないでしょうか。
石井　「コモンズ」というのは、実は私たち
の周りにもいっぱいあります。特にコミュニ
ティーが持っている「コモンズ」、日本でい
うとたとえば昔の村が持っていた森林などの

図9　新たな経済システムでのコンセプトの変更　経済・環境・社会の対立概念から環境を基盤とした統合概念へ

ENVIRONMENT

SOCIETY

SUSTAINABLE
DEVELOPMENT
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ECONOMY
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出所）A Nature Positive World：The Global Goal for Natureより作成
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伺います。大橋さんはコマツの会長でいらっ
しゃると同時に、経団連副会長というお立場
にあります。まずは、産業界がこの問題をど
のように受け止めていらっしゃるか、という
ことからお話しいただけますでしょうか。
大橋　本日は、お招きいただきましてありが
とうございます。

2020年11月に、経団連は「。新成長戦略」
を発表しました。その背景にある問題意識
は、新型コロナウイルスのパンデミックの影
響で、日本中、そして世界中が止まり、かつ
分断されてしまったということがまず第一に
挙げられます。次に、コロナ禍が始まるずっ
と以前から、国家間格差、世代間格差などの
格差問題が指摘されてきていました。そうい
う潮流の中で、本当にこのまま今の成長戦略
を続けていってよいのだろうか、一度立ち止
まってみようという話しになりました。「。
新成長戦略」の「。」というのはピリオドで
す。以前の成長戦略を見直し、新しい新成長
戦略を考えようと提言したわけです。

その基本的な内容は、資本主義をサステナ
ブルにするために、パイを拡大しながら分配
を適正化させるということです。要するに格
差の是正です。格差には国家間格差があり世
帯間格差があり、職種間格差もあるし地域間
格差もあります。もう一つは、次の世代に対
する未来への投資をどうするのかという問題
です。たとえば教育の問題一つを取り上げて
みても、子育て世帯の支援や子供たち・若い
人の教育に産業界としてどのように考えてい
けばよいのだろうかという課題があります。
特に、博士課程にいる若年研究者の支援は急
を要する問題です。ドクターを取ったとして
も生活が苦しくて、イノベーションを起こす

今度、COP26（第26回気候変動枠組条約
締約国会議：2021年10月31日〜11月13日に開
催）が始まりますが、環境条約というものは
グローバル化時代のコモンズをみんなで守っ
ていく試みです。一方で、この「コモンズ」
を壊しているものが今のわれわれの経済のあ
り方だったりするわけですから、「コモン
ズ」を守っていくにはものすごく壮大な仕掛
けが必要で、これまでなかなかうまくいかな
かった。昔、村人が「コモンズ」を守ったよ
うに、私たちのこのグローバル社会がどうや
って「コモンズ」を守れるのだろうかという
ことを一生懸命考えようというのが、2020年
8 月に東大にグローバル・コモンズ・センタ
ーをつくった理由です。

本日のデジタルに関する話題で非常に面白
いなと思ったのは、デジタル技術によって、
今までつながるとは思っていなかったコミュ
ニティー同士がつながる可能性があることで
す。今までの村人の「コモンズ」は、同じ仲
間だと思う人たちの間にルールができること
で守られていたのですが、デジタル技術が発
達したことによって、顔が全然見えない人で
あっても、この「コモンズ」を守る同志だと
感じられるコミュニティーみたいなものが実
現可能ではないかと思い始めています。これ
をうまく使えば、私もあなたもこの「コモン
ズ」を守る責任があり、かつ、そこからベネ
フィットを受けられるという感覚を持てるよ
うになります。グローバルな「コモンズ」を
どうやって守ればよいのかという問いに対す
る解答として、私はここに非常に大きな可能
性があるのではないかと思っています。
此本　その辺については、後でまた触れてい
ただきましょう。続いて大橋さんのお話しを
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Ⅱ	産業の発展と地球環境
	 問題のコンフリクト

此本　先ほど石井先生から、ESG（環境・社
会・ガバナンス）と企業の成長というのは同
じベクトルにあるもので、コンフリクトを起
こすものではないというお話しがありまし
た。今の大橋さんのお話しも、産業の発展と
地球環境問題への取り組みは基本的に同じベ
クトルにあり、必ずしも相反するものではな
いということでした。それを実際の企業経営
の中できちんと実践していくために必要なこ
とについて、アドバイスはありますか。
大橋　コマツの事例で少しお話しします。
ESGの中でCO2削減については、2030年まで
に2010年比で半減という経営目標を掲げて
粛々と推進しています。生物多様性について
も同様です。自分で目標を定めて、その目標
のレベルが低いのか、かなり高いのかを確認
しながら通常の産業活動と一体的に実施して
いきます。

私は社内でSLQDCの優先順位で考えよう
と言っています。最初のSはセーフティー

（Safety）とヘルスのことで、われわれは従業
員だけではなく、顧客からサプライヤーまで
すべてのステークホルダーの安全と健康にコ
ミットしていきます。 2 番目のLというのは
法律（Law）ですが、単なる法令遵守にとど
まらず、レギュレーション、ビジネスエシッ
クス、ビジネスルール、環境、人権などをき
ちんと守っていく。 3 番目のQはクオリティ
ー・アンド・リライアビリティー（Quality & 
reliability）。 4 番目のDはデリバリー（Deliv-
ery）のタイミング。最後のCがコスト（Cost）
を最小化して利益を最大化し、ROEやROSを

前に研究活動を止めてしまう。それではいつ
までも次の世代が育っていきません。

SDGsも2030年を一つのゴールと仮設定し
ています。経団連もその前から2030年に

「Society5.0 for SDGs」を実現しようと提言
していたので、そこから逆算して何をしなく
てはいけないのかを考え直すために、 5 つの
項目を挙げました。 1 つ目は何といっても

「DXを通じた新しい成長」です。 2 つ目は
「働き方改革」。時間に縛られない労働、場所
に縛られない労働、あるいは自由な労働、そ
して女性も参画して、一人一人の働き方をど
うやってデザインしてイノベーションにつな
げていくか、という改革です。 3 つ目は「地
方創生」。 4 つ目は、当時、国際的にさまざ
まな経済的緊張状態があったので「国際経済
秩序の再構築」。そして最後の 5 つ目が「グ
リーン成長の実現」です。

これらの項目について、2030年から逆算し
て、今やらなくてはならないことは何かを考
え、個々の企業として、自分でアクションが
取れる項目を決めて実施していくことにしま
した。経団連は政策提言集団なのですが、何
かものを言うだけではなく、やはり「隗より
始めよ」ということで、自分たちが率先して
何かをやろうという機運になったわけです。

このような活動でどこまでできるのかとい
う指摘もあるかもしれないですが、やはり産
業界も2020年の時点で、一度立ち止まって新
しい資本主義を考えようという機運になって
います。今、岸田政権も「新しい資本主義」
といっておりますから、時を同じくして進み
始めたのかなと思っています。一つずつ議論
していけば、もう少しクリアになってくると
思います。
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が実行するのは非常に大変で、現在のわれわ
れの経済システムと環境問題とのコンフリク
トがあちこちで起こっているわけです。なぜ
経済システムがコンフリクトを起こすかとい
うと、まさに現在の資本主義が生産資本だけ
を正面から捉えて価値づけをしており、私た
ちの経済を成り立たせているほかの自然資本
や社会資本というものを、きちんと経済シス
テムの中に取り込んでいないからだと思いま
す。私たちは資本主義をさらに鍛えていかな
ければならないのです。

では、デジタル化は問題解決にどのように
寄与するかというと、デジタル化に対する期
待の一つは可視化だと思うのです。つまり今
まで目に見えていなかった、たとえば環境コ
ストを、バリューチェーン全体を通して可視
化していくことが、デジタル化によって可能
になるのではないでしょうか。

実は気候変動の原因になっている温室効果
ガスの25〜30％は、食料の生産過程で発生し
ているのです。それから生物多様性。これも
われわれの健康にとってすごく重要なのです
が、この最大の喪失要因はやはり食料生産な
のです。それから水。70％の水は食料生産の
ために使われています。この食料システムが
地球環境に非常に大きな負荷をかけている中
で、これから世界人口が100億人になろうか
というときに、どうやって私たちはこれを支
えていくのでしょうか。

この問題の一番大事な解決策は、今の食料
システムにかかっている環境コストの可視化
だと思っています。デジタル技術によって、
たとえば私たちが普段何気なくスーパーマー
ケットで買っているものに、どのような環境
コストがかかって、どのように生まれてきた

高めて投資家にも還元していく、ということ
になります。コマツではこの優先順位で企業
活動を実施しています。たとえば、品質管理
が不十分なまま利益だけ出しても、サステナ
ブルではないとわれわれは思っています。
ESGと通常の企業活動の両立、あるいは高い
利益を上げてすべてのステークホルダーに還
元することは同じだと私は思っています。
此本　自社の成長戦略のベクトルを正しい方
向に合わせていく、それは各社がきちんと考
えて実行していくことである、そういうこと
でしょうね。
大橋　もちろん各社それぞれ歴史もあります
し、個別事情があるとは思いますが、大事な
ことはリーダーがいつもきちんと言い切るこ
とです。「利益よりも、従業員の安全・健康
や、コンプライアンスが大事だ」といったこ
とを言い続けなければ利益に走ってしまいが
ちです。

Ⅲ	グローバル・コモンズを
	 守るためにデジタル化が
	 できること

此本　さて、本日はデジタルを一つのテーマ
として取り上げています。先ほど石井先生
が、気候変動という大きなテーマに対してデ
ジタルが有効であると話されましたが、その
辺りをもう少し詳しく伺えますか。
石井　大橋会長のおっしゃったことに少しビ
ルトインさせていただきます。先ほど、環
境・経済・社会というものは個々バラバラに
存在しているのではなく、実は環境という大
きな枠組みの中に社会と経済があるという話
をしました。これは、話すのは簡単なのです
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ていく制度・政策の変更が、日本だけではな
く世界的にできないかと期待しています。
此本　石井先生のお話しの中で、政府という
言葉があまり出てこなかったような気がする
のですが、先生は政府の役割をどのようにお
考えでしょうか。
石井　今必要なのは、これまで外部経済ある
いは外部不経済だと思っていたものを内部化
することだと思いますので、制度・政策がそ
れを推し進めていかないとならない。そうい
う意味で政府には非常に大きな役割があると
思います。ただし、これを日本だけでやって
も孤立してしまい、経済システム全体を変え
る方向にはならないわけです。

経団連の 5 つの提言の 4 つ目に「国際経済
秩序の再構築」とありましたが、国際経済秩
序の中の一つは、今まで好き放題にみんなが
使っていた自然資本や社会資本をどうやって
世界全体で管理していくかという方向のシス
テムづくりではないかと思っています。
COP26はカーボンニュートラルを前面に打
ち出しており、カーボンをどんどん排出する
ことに歯止めをかけましょうという方向で
す。こうしたことは日本政府だけでやってい
ても意味がないことであり、やはり国際的に
大きな動きにしていくという意味で政府の役
割は極めて重要だと思っています。
此本　大橋さん、同じ質問ですがいかがでし
ょう。
大橋　われわれが政府に政策提言をする場合
も、実際に何が実効性があるのかをある程度
証明する必要があると思います。そういう意
味では、われわれ企業は率先垂範して、そう
いう実証を自ら実施し、データを集めファク
トをきちんとつくっていかないといけない。

のかということが見えるようになってくる
と、私たちは消費者として選択できるように
なると思います。そのような意味で、デジタ
ル化というものが、私たち消費者あるいは投
資家によりよい情報を与えてくれて選べるよ
うになるというのが、システム転換を考える
際の非常に重要な視点でもあり、まさにデジ
タル化に大きく期待するところです。
此本　以前のこのフォーラムで、デジタル社
会資本についてお話ししました。今、先生が
おっしゃったようなことを実現しようと思う
と、当然ながら民間の資本だけではやり切れ
ないところがあります。デジタル社会資本が
どの程度蓄積できているのかということを指
標化し、国ごと、あるいは年ごとに比較して
みることができたらいいなということで、野
村総合研究所（NRI）ではDCI（Digital Ca-
pability Index）という指標をつくりウオッ
チしています。

デジタル社会資本の蓄積があれば、その上
でさまざまな民間の知恵が積み上がり、さま
ざまなスタートアップが多様なサービスを創
る動きが出てくるのですが、その土台の部分
が今のままでは不十分だと思います。デジタ
ル庁が始動しました。その対象範囲は行政業
務のデジタル化が中心になっていますが、社
会資本の中にIoTなどを含めたデジタル社会
資本という概念をもう少し入れていってもら
うといいのではと思っています。
石井　私は、個社のリーダーがやりたいと思
っていることをより大きな動きにしていくと
いう意味では、やはり制度・政策がそれを支
える必要があると思います。そういう意味
で、頑張っているビジネスリーダーがしてい
ることを、もう少しシステム化して大きくし
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かれなかったし、それは多分、皆さんが聞き
たいと思っていないからだと思うのです。そ
ういう意味では、われわれ国民が政策に期待
することをもっと言っていかないと、政策と
しても拾われないということなのだと思いま
す。

もう一つ、欧州がこの問題について非常に
前向きに走っているのは、根っこにあるもの
がサイエンスだからだと思うのです。前述の
プラネタリー・バウンダリーにしても、やは
り「サイエンスがこういう方向に行っている
と示しているのだから20年後あるいは30年後
にこうなっていないとまずい」といった考え
方が根底にあるので、なかなかぶれない。そ
ういうサイエンスリテラシーのようなもの
を、どうやって私たち日本国民が持てるかと
いうことが二つ目の課題です。

最後にもう一つ申し上げると、地方から始
めようという此本社長の提言は、私もすごく
良いと思っています。最近のグローバルな問
題の意思決定というのは、昔のように国のト
ップリーダーが決めて、それを国際条約で確
認し合うというような決め方ができなくなっ
てきています。

今や一人一人の個人なり消費者なり投資家

言うだけではなく「隗より始めよ」という気
概でやっているつもりです。
此本　国際機関が国ごとの民主主義の度合い
を指標化して公表しているのですが、日本は
先進国の中で非常に低い。選挙の際の投票率
なども指標の中に入ってくるので、どうして
も数字が低くなりがちです。市民の政策への
参画意識が非常に高いレベルにある欧州型民
主主義では、今回のようなテーマの場合は、
最終的に選択権は国民にあるという考え方に
基づいて、政府が国民にどちらかを選ぶよう
要請してくると思います。

しかし、その辺りに日本の場合はハンディ
があるので、むしろ地方から始めた方がよい
のではないかと思うわけです。手触り感のあ
る問題を取り上げて、民意をうまく刺激して
いくアプローチもできるのでないかという気
がします。このような市民・国民の意識につ
いて、グローバル・コモンズの議論はどうな
のだろうということも気になります。
石井　まず、日本の市民がどのくらい政策変
更を要求していくかというと、皆さんあまり
要求していないと思っています。自民党総裁
選や総選挙などを見ていても、たとえば気候
変動問題をぶつけ合うような論戦はあまり聞
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もまだ大きな環境負荷があるわけです。そう
いうことも含めて、世界で年間 1 億台売れて
いる自動車が全部EVに替わりますといって
も非現実的です。そこには、どのような技術
ミックスを進めていけばよいのだろうかとい
う問題があります。

また、カーボンニュートラルの議論をする
ときに、一部の人たちからはカーボンニュー
トラル実現のために特定産業を止めろといわ
れます。その気持ちは分かりますが、もっと
現実を見てほしいと思います。カーボンニュ
ートラルを達成するためには、まずはイノベ
ーションが必要ですが、もう一つトランジシ
ョン（2050年の脱炭素社会実現に至る移行
期）も必要なのです。いきなり2050年とか
2040年にジャンプできるわけはないのです。

たとえば、再生可能エネルギーの発電の仕
組みで安定的なよいものはまだありません。
太陽光発電はまだ不安定です。たとえ一カ所
安定的にできたとしても、それを日本中、世
界中に張りめぐらせるには時間がかかる。で
すから、イノベーションとトランジションの
両方をやらなくてはいけない。やはり石井先
生がおっしゃるように、科学的なデータに基
づいて、現状がどうで、移行させていくため
にはどういうステップが必要なのかというト
ランジションについても議論しないと、絵に
描いた餅という感じがします。

コマツは2050年のカーボンニュートラルに
向けて可能性のあることは何でも実施してい
くつもりですが、まだ不透明なことが非常に
多いのです。たとえば水素がどの程度のコス
トで調達できるようになるかは、誰も分から
ないわけです。そういうことが分からない中
で、これ一本ですと決め打ちもできないか

が、それぞれの問題についてグローバルにつ
ながっていますから、そこでリーダーシップ
を発揮しているビジネスパーソンやCSO

（Civil Society Organization：市民社会組織）、
市民団体など、多様な人たちによる、やや乱
れ打ちのような感じのリーダーシップの形に
なっていて、まさにマルチステークホルダー
で意思決定がなされているという状況です。
ですから、むしろ地方でそういう手づくり感
のあるコミュニケーションを実践されている
人たちが、国という枠組みを超えて、グロー
バルに活動している人や組織とつながってい
く形のリーダーシップが、これから大いに増
えていくと思いますし、実際既に起こってい
ると思います。

Ⅳ	カーボンニュートラル
	 へ向けて

此本　最後にカーボンニュートラルの問題を
論じたいと思います。産業界のカーボンニュ
ートラルへの取り組み、特に2030年度で温室
効果ガス排出量の2013年度比46％削減という
目標はもう国際公約になってしまっています
が、どのような状況なのでしょうか。
大橋　一般的に「2050年カーボンニュートラ
ル宣言」は大変評価が高いのですが、具体的
に実現できるのかというと、エネルギー・ミ
ックスと産業構造の転換については、技術革
新がなければなかなか乗り越えられないこと
も多いと思われます。たとえば、コマツにと
っても、2050年に向けてカーボンニュートラ
ルを頑張るといっていますが、具体的な技術
はまだ確立していないのです。自動車のEV
化にしても、現在の製造工程にはCO2以外に
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いる申請を全部許可しないとその数字が達成
できないといわれており、そもそも本当に原
子力がそこまで行くのかという問題がありま
す。それ以外の再生可能エネルギーを36〜38
％という数字も、温室効果ガスの46％削減と
いう目標があるものですから、そこに合わせ
るような形でつくられているところがあるの
で、足りないところは節電して総需要を減ら
す中で比率を高めようという発想になりま
す。
大橋　そうですね。日本はこれまで製造業が
輸出して外貨を稼いできました。その外貨で
石油やLNGを買っていたわけですが、その
製造業が再生可能エネルギー由来の高い単価
の電力ではもはや国際競争力が維持できな
い。こうなると日本から製造業が輸出を続け
ること自体が難しくなってくるのではと懸念
しています。
此本　生産拠点を海外に持っていかざるを得
ないということになりかねませんね。
大橋　はい、そうなります。企業単位では海
外に工場を持っていくことで生き残ることは
可能かもしれませんが、日本の国全体はどう
なるのでしょう。日本の国がどのような産業
構成で、6000万〜7000万人の雇用を維持しな
がら生き残っていくのでしょうか。コマツで
も、ここの工場はどうなのかといった大事な
議論になってくるわけです。そのため、企業
単位でどのように生き残るかという論点もあ
りますが、併せて日本がどうなるのかも議論
しなくてはならない。この国でモノをつくっ
て輸出するという選択肢がなくなり、すべて
海外で生産するとなったら、それこそ経済安
全保障といっても何をしているか分からない
わけです。

ら、現実的な答えを全方位でトライしながら
トランジションをどうするのだということを
議論しています。今日現在からいきなりジャ
ンプアップできるわけではないということだ
けは、よく考えていかなくてはならないと思
います。
此本　いわゆるロードマップが、まさに科学
的なデータに基づいてしっかりつくられてい
かなくてはいけないのですが、まだロードマ
ップそのものが、日本においてもグローバル
においてもできていません。技術の選択肢に
ついても、どれが本物になるか現時点でまだ
分からないところが多いので、さまざまなシ
ナリオを立てないといけない。そういう状況
の中で、どの技術に賭けていこうかというの
が経営の意思決定に任されているのが現実で
す。そのために、それに資する材料を本当に
十分そろえて決めていかなくてはならないわ
けです。経営者の立場からいえば、「何十年
後にこうなります」と将来目標をいうのは簡
単でも、その道筋をつくらない限り責任を果
たせないわけです。当社もそうですが、やは
りそこはもう一段掘り下げていく必要がある
でしょう。特に製造業はいろいろな要素を考
慮する必要があると思います。
大橋　そうですね。日本は特に電源のミック
スをどうするのかについての深い議論ができ
ていないと思います。エネルギー基本計画が
出てきても、まだ原子力も含めてどういう考
え方なのか、本音でどこまで議論できている
のかというのは、外から見ているとよく分か
らないところがあります。
此本　原子力発電の電源比率は2030年で20〜
22％といわれていますが、今からそこまで持
っていこうとすると、規制委員会に出されて
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ーダーが日本にいるということで、日本の今
後の道筋はそうした議論の上に築いていかな
いといけないなと本日は思いました。
大橋　私は、日本の強さというのはリアルの
ところで非常に丁寧で、きちんとやり切ると
ころだと思います。モノづくりもそうです
し、たとえば宅配便のようなサービスでもそ
うです。これは多分、世界の中で圧倒的にす
ごいことだと思います。一方で、デジタル化
がどんどん進んだ場合のバーチャルの部分と
の整合性やバーチャルの仕組みづくりという
ところはあまり得意ではない。ただし、この
バーチャルとリアルを組み合わせて価値がど
んどん大きくなってくるので、日本はそこを
やるべきだと思います。そうすると、環境も
そうですし、デジタルを使ったビジネスの戦
略もリアルとバーチャルを組み合わせながら
アピールしていく必要があります。

実際に日本は、サーキュレーション（資源
の循環）についてもさまざまなことをかなり
やってはいるのですが、もう少しうまくアピ
ールしていかないといけません。今日はペッ
トボトル回収の日、今日は缶の日といったよ
うに、日本では資源ごみの収集を真面目にや
って、回収率が 9 割ぐらいあります。そのよ
うな国はほかにないですよね。それなのに、
そういうことをアピールせずに日本の駄目な
ところばかりが報道される。だから、もっと
自信を持って、みんなでやっていく。それが
大事だと思います。
此本　本日は石井先生と大橋さんに大変貴重
なご意見をいただきました。ありがとうござ
いました。また、本日のフォーラムにご参加
くださった方々にも感謝申し上げます。大変
ありがとうございました。

此本　最後にお一人ずつ、今日のフォーラム
を振り返って、会場にいる皆さんへのメッセ
ージをお願いしたいと思います。
石井　今の大橋会長のお話しはまさに的を射
ており、私たちには2050年にこうなっていた
い、あるいはこうなっていないといけないと
いう希望・願望はあるのですが、具体的にど
ういう道筋をたどってそこへ行けるのかにつ
いては、日本の中でも議論があまり煮詰まっ
ていませんし、国際的にもしっかりした道筋
があるわけではないわけです。

今、何をやるべきかを考えたとき、いくつ
か重要なことがあります。一つは、今のまま
の経済システムではみんなが一緒に沈没して
しまうということについて、やはり明確な危
機意識を持つべきだと思います。そのために
個社や個人ができることと国全体として、社
会全体としてやることを切り分けて、個人と
してできることを要求していく、あるいは情
報をもらうようにしていくということが重要
です。

また、トランジションがこれからものすご
く重要だというご指摘もその通りで、本当に
科学的知見に基づいたトランジションパスを
もう少しきちんと議論して、みんなの動き方
をアシストする形にしていかなくてはならな
いと思います。その辺りでの産学官の協調が
必要です。また日本固有の事情がしばしば語
られますが、それは国際的観点からも説得力
のあるものかどうか考えていかなくてはなり
ません。日本という国が持っている、大変す
ばらしい資産の一つは、優れたビジネスリー
ダーがいることであると思います。自社のこ
とだけでなく、日本の雇用や産業構造はどう
なるのだということを考えられるビジネスリ




